
（平成２１年２月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認岐阜地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岐阜厚生年金 事案 181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年５月１日から 29 年１月 31 日まで 

             ② 昭和 30 年５月１日から 33 年 10 月１日まで 

私は脱退手当金を請求した覚えも無いし家族ももらっていない。姉も同

じ会社へ勤務していたが、脱退手当金はもらっていない。会社からもらっ

たものとしては、結婚のお祝いにミシンをもらったことぐらいで、脱退手

当金はもらっていない。よって、申立期間について年金対象期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社は、退職従業員に代わって脱退手当金を請求し

ていないと回答をしており、脱退手当金を受給した者も、「自ら社会保険事

務所に請求をした」と証言していることから、事業主により代理請求をした

とは考え難い。 

   また、申立人が勤務していた当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と同様に脱退手当金を支給したことを表す「脱」表示がある者

で、オンライン記録における脱退手当金の支給記録が無い者がいるが、その

理由は不明であり、脱退手当金の支給に係る記録の管理が適切に行われてい

ない可能性がある。 

   さらに、申立人の厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台

帳索引票の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の

脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は昭和 33 年 10

月 19 日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したと

は考え難い。 



                      

  

加えて、脱退手当金が支給されたとする額は、法定支給額と 544 円相違し

ている。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 182 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が主張する昭和 20 年６月１日に厚生年金保険被保険者の

資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められることか

ら、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 40 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年６月１日から同年９月 19 日まで 

    昭和 19 年４月から 22 年８月までＡ社で継続して勤務した。最初は同社

Ｂ製作所Ｃ工場に勤務していたが、空襲により工場が壊れ、生産停止に

なったため、Ｄ県Ｅ郡にあった同社Ｆ製作所Ｇ工場へ異動した。申立期間

についても厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者台帳には、申立人が申立期間前に勤務していたＡ社

Ｂ製作所Ｃ工場の資格喪失理由が転勤と記載されているほか、申立人が記憶

していた厚生年金記録が継続している同僚は「Ｃ工場でもＧ工場でも一緒に

働いていた」と証言しており、申立人が申立期間において同社Ｆ製作所に勤

務していたことが認められる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ製作所Ｃ工場の厚生年金保険被保

険者名簿に申立人の資格喪失日の記載は無く、申立期間に係る同社Ｆ製作所

の厚生年金保険被保険者名簿、厚生年金保険記号番号順に整理された労働者

名簿、社会保険庁が保管する厚生年金保険被保険者台帳及び社会保険庁のオ

ンライン記録の年金加入記録がそれぞれ一致しないなど整合性の無い者が複

数名存在している。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所における年金記録管

理が適切であったとは認め難く、申立人のＡ社Ｆ製作所における加入記録が

失われたと考えるのが相当であり、事業主は、申立人が主張する昭和 20 年６



                      

  

月１日に被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険被保険者台帳の

申立期間前後の標準報酬月額から 40 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 183 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 39 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月１日から同年 12 月１日まで 

昭和 39 年４月１日から同年 12 月１日まで、Ｂ県のＣ社の命令によりＣ

社の社長の息子が経営するＡ社で間違いなく働いていた。その時の同僚に、

Ｄ氏、Ｅ氏、Ｆ氏、Ｇ氏、Ｈ氏、Ｉ氏、Ｊ氏、Ｋ氏などがいた。中学卒業

後から今日まで仕事をしなかったり、厚生年金保険料が控除されなかった

ことは無いので、厚生年金保険の期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社の事業所照会回答票には、事業所名称、所在地等

は社版で押印されているが、その上段に「Ｃ社」としての記載があること、

及び同社の回答から、申立人が申立期間前に勤務していたＣ社とＡ社は事業

主が同一人であったこと、及び両事業所は関連会社であったことが確認でき

る。 

また、Ａ社から、資料は無いが申立人が両事業所に継続勤務していた旨の

証言が得られた上、転勤により両事業所に勤務していた複数の同僚は、いず

れも厚生年金保険の記録が継続している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 



                      

  

さらに、Ｃ社の申立人の被保険者原票には昭和 39 年４月１日を資格喪失日

として健康保険証の返納の記載があること及び同僚の証言から、Ａ社におけ

る資格取得日は同日であると認められる。 

加えて、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39 年 12 月の社会保険

事務所の取得時の記録から２万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成７年４月 30 日から８年１月１日までの期間において厚生年

金保険の被保険者であったと認められることから、申立人のＡ社における資

格喪失日に係る記録を８年１月１日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額を、平成７年４月から同年９月までの期間

については 34 万円、同年 10 月から同年 12 月までの期間については 32 万円

とすることが妥当である。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月から同年 12 月まで 

昭和 63 年 11 月にＡ社へ入社し、平成８年になって現場に呼び出しがあ

り、会社に戻ると、廃業するという説明を受け、最後の給与をもらった後、

公共職業安定所で雇用保険の受給手続をしたと記憶している。７年４月か

ら同年 12 月までの期間は給与から厚生年金保険料が控除されていたので、

空白の期間が存在するのは納得できない。厚生年金保険被保険者としての

記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、平成８年６月 20 日まで当該事業所に勤

務していたことが確認できる。 

また、申立人の同僚が保管していた平成７年４月から８年１月の給与明細

書によると、申立期間について、同僚は厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認でき、当該同僚及び複数の同僚の証言から当該同僚と申立人の勤務

形態及び職種は同一性があると考えられることから、申立人も同僚と同じく、

申立期間について厚生年金保険料が事業主により控除されていたものと推認

される。 

しかし、社会保険事務所の記録では、申立人及び上記同僚を含む他の厚生

年金保険被保険者 11 名について、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなった日（平成８年１月１日）から約８月さかのぼった平成７年



                      

  

４月 30 日付けで資格を喪失した旨の処理が行われ、この処理は、８年２月６

日に行われている。また、資格喪失の処理に先立ち、平成７年度の定時決定

記録の取消しを行っているが、この定時決定記録は平成７年９月 14 日に処理

されており、遅延無く届出が行われたと考えられ、申立人だけでなく他の厚

生年金保険被保険者 11 名についても平成７年度の定時決定記録の取消処理さ

れたことが確認できる。このような記録訂正の処理を行う合理的な理由は見

当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは認められない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年４月 30 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、上記資格の喪失処理は有効

なものとは認められず、申立人の資格喪失日は、同僚の給与明細書において

同年４月分から同年 12 月分までの厚生年金保険料の控除が確認できることか

ら、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった８年１月１

日と認められる。 

また、申立人の標準報酬月額は、平成７年４月から同年９月までの期間に

ついては同年３月の社会保険事務所の記録から 34 万円、同年 10 月から同年

12 月までの期間については資格喪失処理時に取り消された平成７年度の定時

決定記録の 32 万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 185 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月１日から 38 年１月１日まで 

Ａ社が社員を募集していることを実兄から聞き入社した。Ｂ社の商品を

Ｃ県一円の会社と県内の一部地方公共団体などへ１台の自動車に２人乗り

早朝より出かけたり、宿泊したりして販売していた。その後、同僚と昭和

38 年１月にＢ社に異動した。Ａ社に勤めていた期間の厚生年金保険を認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

また、Ａ社の厚生年金保険適用期間は昭和 36 年 11 月１日から 38 年１月１

日までの 14 か月間のみで、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、現存していない上、事業主は既に死亡しており証言は得られず、同僚か

らは「申立人は正規社員として勤務していた」との勤務実態の証言は得られ

るものの、申立人に係る厚生年金保険料の控除について確認することはでき

ない。 

さらに、社会保険事務所が管理している当該事業所の厚生年金保険被保険

者名簿に申立人の記載は確認できず、健康保険番号は連番となっており欠番

は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月から 53 年２月まで 

Ａ社には昭和 52 年８月から正社員として働いているのに、同年８月から

53 年２月までの加入記録が無いのはおかしい。空白の期間が存在すること

に納得できないので、厚生年金保険被保険者期間として記録を回復してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等関連資料は無い。 

また、申立人が記憶している上司及び同僚の氏名がＡ社の厚生年金保険被

保険者として記録されており、同僚の証言からも申立人が当該事業所に勤務

していたことは認められるものの、事業主、上司及び同僚から保険料控除に

ついての証言は得られない。 

さらに、当該事業所における厚生年金保険被保険者の整理番号に欠番が無

く、整理番号が連続していること、申立人の当該事業所における雇用保険の

加入記録が無いこと、及び試用期間を１、２か月間設けていたことの証言な

どを併せ考えると、事業主による申立人の厚生年金保険資格取得届について

は、社会保険庁の記録どおりに届出がされたものと推認される。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


